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港湾ロジスティクスワーキンググループとりまとめ（案）（概要）

港湾ロジスティクスの強化に向けて講ずるべき施策

ⅳ）サイバー面での港湾の強靱化

○ 港湾運送事業における
サイバーセキュリティ対策の強化

○ サイバーポート及びNACCSの
サイバーセキュリティ対策の強化

○ コンテナターミナルにおける
大規模停電対策等

ⅴ）フィジカル面での港湾の強靱化

○ 港湾の災害対応力の強化による
サプライチェーンの強靱化

等

ⅵ）「港湾労働者不足対策等
アクションプラン２０２５」等
の実施

○ 労働環境改善による
担い手の確保

○ 港湾運送事業の
取引環境改善

○ 港湾運送事業における
人材育成

等

物流を他国に過度に依存することによる非常時等の大幅な物流遅延・
途絶等のリスク

ターミナルオペレーションシステム
等へのサイバー攻撃等による物流
機能停止のリスク

港湾ロジスティクスの担い手で
ある港湾労働者等の不足に伴
う物流サービス低下・機能停止
のリスク

厳しさを増す経済安全保障環境
厳しさを増す国際情勢と
サイバー脅威の増大

少子高齢化・人口減少に
伴う労働力人口の減少港湾ロジスティ

クスが抱える
課題・リスク

我が国に
おける港湾の
果たす役割と
港湾ロジスティ
クスの必要性

ⅰ）他国に過度に依存しないサプライチェーンの構築
○大水深・大規模コンテナターミナルの整備や既存ターミナルの再編・機能強化の着実な推進
○ターミナルのさらなる生産性向上「ＡＩターミナル2.0（仮称）」
○港湾運営会社によるターミナル運営機能の強化と財務基盤の強化
○国際コンテナ戦略港湾への集貨等
○港湾荷役機械の生産機能の強化
○自動化ターミナル等港湾分野の国際標準化に向けた動きへの対応
○海外港湾の整備・運営への戦略的関与
ⅱ）生産性向上、DXや脱炭素化の取組による「選ばれる港湾」の実現
○コンテナターミナルにおける高度化に資する技術開発
○自動化・遠隔操作化等荷役機械の導入促進
○大型X線検査装置を活用した検査強化と物流円滑化による港湾の信頼性向上
○サイバーポートを中心としたデータプラットフォームによる港湾手続のデジタル標準化
○カーボンニュートラルポートの形成、次世代燃料バンカリングの推進
ⅲ）港湾を起点とした物流サプライチェーンの強靱化
○次世代型倉庫による港湾背後のロジスティクス機能の強化 等

我が国の港湾は、貿易量の99％以上を扱うとともに、その背後は人口や産業が集中する重要な地域となっており、
国民生活及び経済活動を支える重要な役割を果たしている。
また、港湾は、国内と海外、海上輸送と陸上輸送の結節点、積替拠点として、原材料の調達から輸送、生産、保管、流通に
至るまでのロジスティクスやサプライチェーンの一連の流れを支える基幹インフラである。

①自律的な港湾ロジスティクスの実現
による国際競争力の強化

②サイバー・フィジカル両面で
の港湾の強靱化

③港湾ロジスティクス
を支える担い手の
確保・育成

リスクの最小化に資する「危機管理投資」の観点から、他国に過度に依存しない戦略的自律性を確保するとともに、
国際社会における日本の優位性、不可欠性を高め、国際競争力を強化する「成長投資」の観点から、民間投資を促進し、
他の戦略分野の成長にも資する「港湾ロジスティクスの強化」が必要不可欠。

ターミナル運営機能の強化等による国際コンテナ戦略港湾政策のより一層の推進、自動化・遠隔操作化等荷役機械の導入促進等による
生産性の向上等を、サイバーセキュリティ対策や担い手の確保・育成と合わせて講ずることで、自律的な港湾ロジスティクスの実現を図る。
「港湾荷役機械」、「サイバーポート（港湾物流DX）」、「次世代型倉庫」の３つのロードマップに基づき官民の投資を促進し、「危機管理投資」
「成長投資」による強い日本経済の実現に貢献する。 1



ターミナルのさらなる生産性向上「AIターミナル2.0（仮称）」

集中的な機能強化イメージ

IC

IC

AIを活用したターミナルオペレーションの
最適化（荷繰り回数の最少化）

新・港湾情報システム「CONPAS※ 」の活用に
よるコンテナ搬出入処理能力の向上
※ターミナルゲート予約システム

OCR※カメラ等によるコンテナ外装チェック
※画像による自動文字識別

RTG※の自動化・遠隔操作化
※タイヤ式門型クレーン（Rubber Tired Gantry Crane）

コンテナヤード内横持ちトレーラーの自動化

ガントリークレーンの自動化・遠隔操作化

コンテナヤードの拡張

「CONPAS」の完全導入とRTG自動化の
連携（事前荷繰りの実施）

コンテナ情報の自動読取、ターミナル内行先指
示の電子化等

オンシャーシデポ活用による渋滞緩和

○ コンテナターミナルにおける生産性向上を図り、港湾ロジスティクスの強化につなげるため、港湾ロジスティク
スの拠点となるターミナルにおいて、船会社や港湾運送事業者等との連携のもと、これまで個々に行ってきた
AIターミナルの取組をさらに進め、自動化・遠隔操作化荷役機械等の統合的な導入など機能強化に集中的に
取り組む。

○ この結果、港湾労働者の安全性向上や労働環境改善にも大きく寄与する。

ターミナル間横持ちの自動化
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港湾運営会社によるターミナル運営機能の強化と財務基盤の強化

○ 港湾運営会社は、国や港湾管理者から埠頭群を構成する港湾施設を借り受け、一体的に運営することを主た
る業務としている。

○ 我が国の港湾は、ガントリークレーン１基あたりの生産性は高いが、１寄港あたりの荷役の生産性を示す
BMPH※は、多くの荷役機械を投入する海外主要港に比べて低い状況であり、これを高める取組が必要である。

○ 荷主や船社のニーズの変化に柔軟に対応していくためにも、海外諸港の運営主体（BPA、PSA）を参考にしつ
つ、港湾運営会社の役割・機能拡大を行い、これに必要な財務基盤の強化を図る必要がある。

港湾運営会社によるターミナル運営機能強化の具体例

＜集貨＞
○ポートセールスやインセンティブの強化（海外含む）
○地方港や船社との連携強化

＜創貨＞

○ターミナル背後へのロジスティクスハブの形成に向けた高度物流
施設の立地誘導

○国内・国際ロジスティクス業務への参画、物流企業等と連携した高
度物流施設整備

＜競争力強化＞
○ターミナル一体利用等に向けた関係者調整のコーディネーター

○パフォーマンス指標を用いた、借受者を始めとした関係者が果た
すべき目標の共有

○基幹航路の維持・拡大を志向する船社等と連携したターミナル関
連投資（パートナーシップ）

対象港湾：15港95ターミナル（釜山・高雄・青島・上海・シンガポー
ル・カイメップ・レムチャバン・ハンブルグ・ ロッテルダム・ロサンゼ
ルス・東京・横浜・神戸・大阪・名古屋）

我が国港湾のBMPHの状況
※荷役本数（本）／本船着岸から離岸までの時間（hour）、寄港船舶の船型や貨物量の影響も受ける。

集計期間：2024年1月1日～12月31日
S＆Pグローバルデータより国土交通省港湾局作成 3



港湾ロジスティクスにおいて民間投資が期待される分野

フィジカル

サイバー

次世代型倉庫
・創貨に資する国内物流との結節点となる港湾背後のロジスティクス
機能の高度化に向けた設備投資（自動運転対応施設等）
・老朽化・陳腐化した複数の物流施設を再編・高度化し、港湾周辺部の
物流効率化やトランシップ貨物を含む外貨受入スペース拡大を実現

サイバーポート（港湾物流DX）
・港湾物流手続の電子化による港湾ロジスティクスの生産性向上
・デジタル標準化による民間プラットフォームとサイバーポート等との連携

港湾荷役機械
・港湾労働者不足等に対応する荷役機械の自動化・遠隔操作化等の推進
・我が国及び同盟国・同志国における荷役機械の特定国依存の解消（国産荷役機械の国内市場の維持と国外市場シェアの拡大）

国内物流との結節
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【港湾荷役機械】（港湾ロジスティクス）

5



【サイバーポート（港湾物流DX）】
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【次世代型倉庫】
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